
労働安全衛生管理体制の整備について①

１．学校において整備することが義務付けられている安全衛生管理体制

＜１．常時50人以上の労働者を使用する事業場＞

➢ 衛生管理者：衛生に係る技術的事項を管理する者

職務の例：健康に異常のある者の発見及び処置、作業環境の衛生上の調査、少なくとも週１回の巡視 等

資 格：衛生管理者免許取得者、「保健体育」の中学・高等学校教諭、養護教諭（※）等から選任
※ 衛生管理者規程（昭和47年労働省告示第94号）において、衛生管理者免許を有していなくても衛生管理者に選任できる者が列挙されている。

➢ 産 業 医：産業医学の専門家として教職員の健康管理等を行う者

職務の例：健康診断及び面接指導等の実施、作業環境の維持管理、少なくとも月１回の巡視 等

資 格： 医師のうち、厚生労働大臣が定める研修を修了した者等から選任

（学校保健安全法により全ての学校に置くこととされている「学校医」に加えて選任することが必要）

➢ 衛生委員会：衛生に関する重要事項について調査審議する機関

構 成：校長、衛生管理者、産業医等で構成

調査審議事項の具体的な例：①教職員の健康障害防止、健康保持増進のための対策

②長時間にわたる労働による教職員の健康障害の防止対策

③教職員の精神的健康の保持増進を図るための対策 等

＜２．常時10人以上50人未満の労働者を使用する事業場＞

➢ 衛生推進者：衛生に係る業務を担当する者

職務の例：作業環境・作業方法の点検、健康の保持増進のための措置に関すること 等

資 格：一定期間衛生の実務に従事した経験を有する者等から選任
※ 産業医の選任義務のない教職員49人以下の学校においても、教職員の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識を有する医師や保健師に教職

員の健康管理等を行わせることが努力義務となっている。
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労働安全衛生管理体制の整備について②

２．学校において義務となっている健康の保持増進のための措置

＜１．定期健康診断＞※別途学校保健安全法第15条にも職員の健康診断の規定があり、学校では両方の規定が適用される。

➢ 対 象：常時使用する労働者

➢ 頻 度：一年以内ごとに1回、定期

＜２．面接指導＞ ※ 産業医の選任義務のない、常時50人未満の労働者を使用する事業場についても適用される

➢ 対 象：①週40時間を超える労働時間が月80時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる場合

②心理的負担の程度が高く、面接指導を受ける必要があると、ストレスチェックを実施した医師等が認めた場合

※ 上記に該当しない教職員でも、健康への配慮が必要な者については、面接指導等を行うよう努める必要がある。

➢ 実施者：産業医、産業医の要件を備えた医師等労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識を有する医

師が望ましい

＜３．心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）＞ ※平成27年12月以降導入

➢ 実施義務のある事業場：労働者数50人以上の事業場

※従来、労働者数50人未満の事業場は当分の間努力義務とされており、文部科学省では、学校については、事業場の規模にかかわらず

全ての学校において適切に実施するよう依頼してきたが、令和７年の通常国会で50人未満も含めた全ての事業場で義務とする労働安

全衛生法の改正が行われ、当該規定は令和７年５月14日から３年以内に政令で定める日から施行されることとなっている。

➢ 対 象：常時使用する労働者

➢ 実施者：医師、保健師又は厚生労働大臣が定める研修を修了した看護師若しくは精神保健福祉士

頻 度：一年以内ごとに一回

➢ 項 目：以下の３領域に関する項目が含まれていることとされている。

①職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目

②心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目

③職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目


	スライド 0
	スライド 1

